
 

新旧対照表 

 

（新） （旧） 

（書面等又は代理人による議決権の行使） 

第１８条 総会に出席できない正会員は、

書面又は電磁的方式若しくは代理人（他

の正会員に限る。）をもって議決権を行使

することができる。 

２ 書面又は電磁的方式による議決権行使

の場合は、議決権行使書面又は電磁的方

式に必要な事項を記載し、また、代理人

による議決権行使の場合は、その権限を

委任されたことを証する書面又は電磁的

方式を事前に議長へ提出しなければなら

ない。 

３ 前２項の規定により議決権を行使する

場合は、第１７条の規定の適用について

は出席したものとみなす。 

 

（書面等又は代理人による議決権の行使） 

第１８条 総会に出席できない正会員は、

書面又は電磁的方式若しくは代理人をも

って議決権を行使することができる。 

 

２ 書面又は電磁的方式による議決権行使

の場合は、議決権行使書面又は電磁的方

式に必要な事項を記載し、また、代理人

による議決権行使の場合は、その権限を

委任されたことを証する書面又は電磁的

方式を事前に議長へ提出しなければなら

ない。 

３ 前２項の規定により議決権を行使する

場合は、第１７条の規定の適用について

は出席したものとみなす。 

一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増減

ⅠⅠ　　資資　　産産　　のの　　部部

 １．流　動　資　産

現　金　預　金 127,343,102 129,737,996 △ 2,394,894

未　収　金 393,976 1,337,323 △ 943,347

前　払　金 717,130 189,430 527,700

立　替　金 52,510 59,550 △ 7,040

流　動　資　産　合　計 128,506,718 131,324,299 △ 2,817,581

 ２．固　定　資　産

(1) 特 定 資 産 

退職給付引当資産 4,596,000 4,427,000 169,000

JIS改正対応積立資産 12,000,000 12,000,000 0

70周年記念事業積立資産 6,000,000 6,000,000 0

特　定　資　産　合　計 22,596,000 22,427,000 169,000

(2) その他 固 定 資 産 

什器備品 2 2 0

電話加入金 80,000 80,000 0

敷　金 3,704,262 2,504,262 1,200,000

その他 固 定 資 産 合 計 3,784,264 2,584,264 1,200,000

固　定　資　産　合　計 26,380,264 25,011,264 1,369,000

資  産  合  計 115544,,888866,,998822 115566,,333355,,556633 △△  11,,444488,,558811

ⅡⅡ　　負負　　債債　　のの　　部部

 １．流　動　負　債

未　払　金 6,476 24,609 △ 18,133

預　り　金 745,862 173,036 572,826

流　動　負　債　合　計 752,338 197,645 554,693

 ２．固　定　負　債

退職給付引当金 4,596,000 4,427,000 169,000

固　定　負　債　合　計 4,596,000 4,427,000 169,000

負　債  合  計 55,,334488,,333388 44,,662244,,664455 772233,,669933

ⅢⅢ　　正正　　味味　　財財　　産産　　のの　　部部

 １．一般正味財産

正 味 財 産 合 計 149,538,644 151,710,918 △ 2,172,274

負債及び正味財産合計 154,886,982 156,335,563 △ 1,448,581

令令和和４４年年度度にに係係るる計計算算書書類類

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令和５年３月３１日現在

科　　　　　目

【第２号議案】
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一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増  減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

  １１．．経経　　常常　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　収収　　益益

①①  特特  定定  資資  産産  運運  用用  益益 118888 227777 △△  8899

②②  受受  取取  入入  会会  金金  7700,,000000 00 7700,,000000

③③  受受  取取  会会  費費  等等 111188,,556666,,888866 112266,,007766,,888811 △△  77,,550099,,999955

正会員受取会費(本部分) 26,000,000 25,948,000 52,000

正会員受取会費(地方分) 84,304,886 92,354,881 △ 8,049,995

賛助会員受取会費 8,262,000 7,774,000 488,000

④④  事事  業業  収収  益益 4488,,000022,,222200 2222,,221166,,116699 2255,,778866,,005511

情報収集・提供事業収益 1,867,910 2,076,360 △ 208,450

情報収集収益 0 0 0

情報提供収益 1,867,910 2,076,360 △ 208,450

調査研究事業収益 0 0 0

研修･講習会事業収益 12,671,050 10,516,152 2,154,898

公害防止管理者講習収益 6,230,600 5,517,600 713,000

掘削作業主任者講習収益 1,657,100 2,143,800 △ 486,700

研修・講習会収益 4,783,350 2,854,752 1,928,598

交流・協力事業収益 28,332,879 2,223,236 26,109,643

全国技術大会収益 8,577,000 0 8,577,000

総会・講演会収益 18,488,874 1,523,236 16,965,638

現地見学会収益 1,267,005 700,000 567,005

安全対策事業収益 835,503 1,020,181 △ 184,678

普及啓発事業収益 90,130 2,061,870 △ 1,971,740

その他事業収益 4,204,748 4,318,370 △ 113,622

⑤⑤  受受  取取  補補  助助  金金  等等  00 00 00

⑥⑥  雑雑  収収  益益 1144,,993388,,332255 1155,,221166,,666699 △△  227788,,334444

事務受託収益 9,624,000 9,624,000 0

受取利息 1,141 1,112 29

ｸﾞﾙｰﾌﾟ保険収益 508,378 635,528 △ 127,150

その他雑収益 4,804,806 4,956,029 △ 151,223

経経　　常常　　収収　　益益　　計計 118811,,557777,,661199 116633,,550099,,999966 1188,,006677,,662233

　　((22))　　経経　　常常　　費費　　用用

①①  事事　　業業　　費費 5544,,660099,,445599 3300,,994411,,331199 2233,,666688,,114400

情報収集・提供事業費 3,753,935 2,895,503 858,432

情報収集事業費 677,987 734,014 △ 56,027

情報提供事業費 3,075,948 2,161,489 914,459

調査研究事業費 0 0 0

研修･講習会事業費 11,515,055 8,893,107 2,621,948

公害防止管理者講習費 3,081,111 3,740,191 △ 659,080

掘削作業主任者講習費 2,133,759 1,640,563 493,196

研修・講習会費 6,300,185 3,512,353 2,787,832

交流･協力事業費 27,121,013 6,070,887 21,050,126

全国技術大会費 4,626,325 49,860 4,576,465

総会・講演会費 20,588,451 4,665,808 15,922,643

現地見学会費 1,906,237 1,355,219 551,018

安全対策事業費 6,591,703 6,218,236 373,467

普及啓発事業費 810,769 2,218,849 △ 1,408,080

その他事業費 4,816,984 4,644,737 172,247

  正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書
 令和４年4月1日から令和５年3月31日まで

科　　　　　目
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一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増  減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

  １１．．経経　　常常　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　収収　　益益

①①  特特  定定  資資  産産  運運  用用  益益 118888 227777 △△  8899

②②  受受  取取  入入  会会  金金  7700,,000000 00 7700,,000000

③③  受受  取取  会会  費費  等等 111188,,556666,,888866 112266,,007766,,888811 △△  77,,550099,,999955

正会員受取会費(本部分) 26,000,000 25,948,000 52,000

正会員受取会費(地方分) 84,304,886 92,354,881 △ 8,049,995

賛助会員受取会費 8,262,000 7,774,000 488,000

④④  事事  業業  収収  益益 4488,,000022,,222200 2222,,221166,,116699 2255,,778866,,005511

情報収集・提供事業収益 1,867,910 2,076,360 △ 208,450

情報収集収益 0 0 0

情報提供収益 1,867,910 2,076,360 △ 208,450

調査研究事業収益 0 0 0

研修･講習会事業収益 12,671,050 10,516,152 2,154,898

公害防止管理者講習収益 6,230,600 5,517,600 713,000

掘削作業主任者講習収益 1,657,100 2,143,800 △ 486,700

研修・講習会収益 4,783,350 2,854,752 1,928,598

交流・協力事業収益 28,332,879 2,223,236 26,109,643

全国技術大会収益 8,577,000 0 8,577,000

総会・講演会収益 18,488,874 1,523,236 16,965,638

現地見学会収益 1,267,005 700,000 567,005

安全対策事業収益 835,503 1,020,181 △ 184,678

普及啓発事業収益 90,130 2,061,870 △ 1,971,740

その他事業収益 4,204,748 4,318,370 △ 113,622

⑤⑤  受受  取取  補補  助助  金金  等等  00 00 00

⑥⑥  雑雑  収収  益益 1144,,993388,,332255 1155,,221166,,666699 △△  227788,,334444

事務受託収益 9,624,000 9,624,000 0

受取利息 1,141 1,112 29

ｸﾞﾙｰﾌﾟ保険収益 508,378 635,528 △ 127,150

その他雑収益 4,804,806 4,956,029 △ 151,223

経経　　常常　　収収　　益益　　計計 118811,,557777,,661199 116633,,550099,,999966 1188,,006677,,662233

　　((22))　　経経　　常常　　費費　　用用

①①  事事　　業業　　費費 5544,,660099,,445599 3300,,994411,,331199 2233,,666688,,114400

情報収集・提供事業費 3,753,935 2,895,503 858,432

情報収集事業費 677,987 734,014 △ 56,027

情報提供事業費 3,075,948 2,161,489 914,459

調査研究事業費 0 0 0

研修･講習会事業費 11,515,055 8,893,107 2,621,948

公害防止管理者講習費 3,081,111 3,740,191 △ 659,080

掘削作業主任者講習費 2,133,759 1,640,563 493,196

研修・講習会費 6,300,185 3,512,353 2,787,832

交流･協力事業費 27,121,013 6,070,887 21,050,126

全国技術大会費 4,626,325 49,860 4,576,465

総会・講演会費 20,588,451 4,665,808 15,922,643

現地見学会費 1,906,237 1,355,219 551,018

安全対策事業費 6,591,703 6,218,236 373,467

普及啓発事業費 810,769 2,218,849 △ 1,408,080

その他事業費 4,816,984 4,644,737 172,247

  正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書
 令和４年4月1日から令和５年3月31日まで

科　　　　　目

当年度 前年度 増  減科　　　　　目

②②  管管　　理理　　費費 112299,,114400,,443344 112277,,557711,,663311 11,,556688,,880033

役職員給与 41,342,050 42,616,115 △ 1,274,065

臨時雇賃金 4,820,500 1,271,875 3,548,625

退職給付費用 1,781,600 1,271,000 510,600

福利厚生費 6,994,931 6,891,248 103,683

会議費 8,873,690 7,694,902 1,178,788

旅費交通費 10,043,721 9,586,399 457,322

通信運搬費 2,313,360 2,629,605 △ 316,245

図書購入費 506,397 492,201 14,196

消耗什器備品費 1,433,065 2,004,597 △ 571,532

消耗品費 2,183,298 1,961,674 221,624

印刷製本費 1,377,906 1,220,807 157,099

広告宣伝費 1,278,290 917,460 360,830

光熱水料費 1,340,199 821,750 518,449

賃借料 11,761,794 13,543,836 △ 1,782,042

租税公課 1,358,918 668,187 690,731

渉外促進費 1,276,553 1,077,532 199,021

諸会費 1,078,400 923,700 154,700

関係団体会費 890,700 893,700 △ 3,000

関係団体参加費 187,700 30,000 157,700

事務委託費 22,199,726 22,666,000 △ 466,274

事務助成金 2,776,000 2,776,000 0

支払負担金 0 110,000 △ 110,000

雑費 4,400,036 6,426,743 △ 2,026,707

③③  予予  備備    費費 00 448877,,996644 △△  448877,,996644

経経　　常常　　費費　　用用　　計計 118833,,774499,,889933 115599,,000000,,991144 2244,,774488,,997799

  　　当当  期期  経経  常常  増増  減減  額額 △△  22,,117722,,227744 44,,550099,,008822 △△  66,,668811,,335566

  ２２．．経経　　常常　　外外　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　外外　　収収　　益益

経経　　常常　　外外　　収収　　益益  　　計計 00 00 00

　　((22))　　経経　　常常　　外外　　費費　　用用

①①  固固  定定  資資  産産  売売  却却  損損 00 11 △△  11

経経　　常常　　外外　　費費　　用用  　　計計 00 11 △△  11

  　　当当  期期  経経  常常  外外  増増  減減  額額 00 △△  11 11

△△  22,,117722,,227744 44,,550099,,008811 △△  66,,668811,,335555

151,710,918 147,201,837 4,509,081

114499,,553388,,664444 115511,,771100,,991188 △△  22,,117722,,227744

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

00 00 00

0 0 0

00 00 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 114499,,553388,,664444 115511,,771100,,991188 △△  22,,117722,,227744

当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額

指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高

指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額

一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高

一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高
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１． 重要な会計方針

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年４月11日、平成20年度10月16日改正　内閣

府公益認定等委員会）を採用している。

（１） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・定額法によっている。

無形固定資産・・・定額法によっている。

（２） 引当金の計上基準

退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上

　している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（３） 消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方法によっている。

２． 会計方針の変更

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年度基準）を採用しているが、当期一般正味

財産増減額への影響額はない。

３． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 4,427,000 1,124,000 955,000 4,596,000

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 0 0 12,000,000

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 0 0 6,000,000

22,427,000 1,124,000 955,000 22,596,000

４． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

特定資産

　退職給付引当資産 4,596,000 （　　　　　　　0） ( 4,596,000） （　　　　　　0）

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 （　　　　　　　0） (12,000,000） （　　　　　　0）

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 （　　　　　　　0） ( 6,000,000） （　　　　　　0）

22,596,000 （　　　　　　　0） (22,596,000） （　　　　　　0）

財務諸表に対する注記　

科　　　目

合　　計

科　　　目

合　　計
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１． 重要な会計方針

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年４月11日、平成20年度10月16日改正　内閣

府公益認定等委員会）を採用している。

（１） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・定額法によっている。

無形固定資産・・・定額法によっている。

（２） 引当金の計上基準

退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上

　している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（３） 消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方法によっている。

２． 会計方針の変更

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年度基準）を採用しているが、当期一般正味

財産増減額への影響額はない。

３． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 4,427,000 1,124,000 955,000 4,596,000

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 0 0 12,000,000

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 0 0 6,000,000

22,427,000 1,124,000 955,000 22,596,000

４． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

特定資産

　退職給付引当資産 4,596,000 （　　　　　　　0） ( 4,596,000） （　　　　　　0）

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 （　　　　　　　0） (12,000,000） （　　　　　　0）

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 （　　　　　　　0） ( 6,000,000） （　　　　　　0）

22,596,000 （　　　　　　　0） (22,596,000） （　　　　　　0）

財務諸表に対する注記　

科　　　目

合　　計

科　　　目

合　　計

５． 担保に供している資産

な　し

６． 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

取得金額 減価償却累計額 当期末残高

 什器備品 813,730 813,728 2

813,730 813,728 2

７． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

 未収会費 379,090 0 379,090

 未収金 14,886 0 14,886

393,976 0 393,976

８． 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高

補助金の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

(単位：円）
補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の 記載区分

0 0 0 0

0 0 0 0

９． その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

(1) 引当金の明細

(単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 4,427,000 1,124,000 955,000 0 4,596,000

4,427,000 1,124,000 955,000 0 4,596,000

(2) 実施事業資産

な　し

当期増加額
当期減少額

期末残高

合　計

合　　計

科　　　目

合　　計

合　計

科　目 期首残高

科　　　目

9－　 －



１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

２．引当金の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

附属明細書
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１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

２．引当金の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

附属明細書

本　　部
一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増　減

ⅠⅠ　　資資　　産産　　のの　　部部

 １．流　動　資　産

現　金　預　金 31,397,889 26,332,882 5,065,007

未　収　会　費 0 993,000 △ 993,000

未　収　金 0 107,383 △ 107,383

前　払　金 642,150 0 642,150

　 立　替　金 0 0 0

流　動　資　産　合　計 32,040,039 27,433,265 4,606,774

 ２．固　定　資　産

(1) 特 定 資 産 

退職給付引当資産 660,000 0 660,000

JIS改正対応積立資産 12,000,000 12,000,000 0

70周年記念事業積立資産 6,000,000 6,000,000 0

特 定 資 産 合 計 18,660,000 18,000,000 660,000

(2) その他 固 定 資 産 

什器備品 2 2 0

電話加入金 0 0 0

敷　金 1,770,560 1,770,560 0

その他 固 定 資 産 合 計 1,770,562 1,770,562 0

固　定　資　産　合　計 20,430,562 19,770,562 660,000

資  産  合  計 5522,,447700,,660011 4477,,220033,,882277 55,,226666,,777744

ⅡⅡ　　負負　　債債　　のの　　部部

 １．流　動　負　債

未　払　金 0 0 0

預　り　金 0 0 0

流　動　負　債　合　計 0 0 0

 ２．固　定　負　債

退職給付引当金 660,000 0 660,000

固　定　負　債　合　計 660,000 0 660,000

負　債  合  計 666600,,000000 00 666600,,000000

ⅢⅢ　　正正　　味味　　財財　　産産　　のの　　部部

 １．一般正味財産

正 味 財 産 合 計 51,810,601 47,203,827 4,606,774

負債及び正味財産合計 52,470,601 47,203,827 5,266,774

令令和和４４年年度度  決決  算算  報報  告告  書書

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令和５年３月３１日現在

科　　　　　目
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本　　部

一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増　減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

  １１．．経経　　常常　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　収収　　益益

①①  特特  定定  資資  産産  運運  用用  益益 118888 227777 △△  8899

②②  受受  取取  入入  会会  金金  00 00 00

③③  受受  取取  会会  費費  等等 2277,,996666,,000000 2277,,888822,,000000 8844,,000000

正会員受取会費(本部分) 26,000,000 25,948,000 52,000

正会員受取会費(地方分) 0 0 0

賛助会員受取会費 1,966,000 1,934,000 32,000

④④  事事  業業  収収  益益 2255,,550066,,996677 1111,,115555,,992255 1144,,335511,,004422

情報収集・提供事業収益 1,867,910 2,089,560 △ 221,650

情報収集収益 0 0 0

情報提供収益 1,867,910 2,089,560 △ 221,650

調査研究事業収益 0 0 0

研修･講習会事業収益 7,572,000 6,732,172 839,828

公害防止管理者講習収益 6,126,600 5,517,600 609,000

掘削作業主任者講習収益 4,400 12,100 △ 7,700

研修・講習会収益 1,441,000 1,202,472 238,528

交流・協力事業収益 15,431,250 377,000 15,054,250

全国技術大会収益 8,895,000 0 8,895,000

総会・講演会収益 6,536,250 377,000 6,159,250

現地見学会収益 0 0

安全対策事業収益 635,807 362,193 273,614

普及啓発事業収益 0 1,595,000 △ 1,595,000

その他事業収益 0 0 0

⑤⑤  受受  取取  補補  助助  金金  等等  00 00 00

⑥⑥  雑雑  収収  益益 33,,112266,,779900 44,,227700,,771199 △△  11,,114433,,992299

事務受託収益 264,000 264,000 0

受取利息 282 267 15

ｸﾞﾙｰﾌﾟ保険収益 0 0 0

その他雑収益 2,862,508 4,006,452 △ 1,143,944

経経　　常常　　収収　　益益　　計計 5566,,559999,,994455 4433,,330088,,992211 1133,,229911,,002244

　　((22))　　経経　　常常　　費費　　用用

①①  事事　　業業　　費費 1199,,221122,,440022 1100,,447788,,888866 88,,773333,,551166

情報収集・提供事業費 3,220,588 2,169,221 1,051,367

情報収集事業費 144,640 7,732 136,908

情報提供事業費 3,075,948 2,161,489 914,459

調査研究事業費 0 0 0

研修･講習会事業費 4,574,837 4,680,543 △ 105,706

公害防止管理者講習費 3,081,111 3,740,191 △ 659,080

掘削作業主任者講習費 328,911 45,467 283,444

研修・講習会費 1,164,815 894,885 269,930

交流･協力事業費 10,146,894 1,030,453 9,116,441

全国技術大会費 4,329,805 49,860 4,279,945

総会・講演会費 5,817,089 980,593 4,836,496

現地見学会費 0 0 0

安全対策事業費 1,270,083 1,416,319 △ 146,236

普及啓発事業費 0 1,182,350 △ 1,182,350

その他事業費 0 0 0

正正　　味味　　財財　　産産　　増増　　減減　　計計　　算算　　書書　　
令和4年4月1日から令和5年3月31日

科　　　　　目
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本　　部

一般社団法人日本砕石協会 （単位：円）

当年度 前年度 増　減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

  １１．．経経　　常常　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　収収　　益益

①①  特特  定定  資資  産産  運運  用用  益益 118888 227777 △△  8899

②②  受受  取取  入入  会会  金金  00 00 00

③③  受受  取取  会会  費費  等等 2277,,996666,,000000 2277,,888822,,000000 8844,,000000

正会員受取会費(本部分) 26,000,000 25,948,000 52,000

正会員受取会費(地方分) 0 0 0

賛助会員受取会費 1,966,000 1,934,000 32,000

④④  事事  業業  収収  益益 2255,,550066,,996677 1111,,115555,,992255 1144,,335511,,004422

情報収集・提供事業収益 1,867,910 2,089,560 △ 221,650

情報収集収益 0 0 0

情報提供収益 1,867,910 2,089,560 △ 221,650

調査研究事業収益 0 0 0

研修･講習会事業収益 7,572,000 6,732,172 839,828

公害防止管理者講習収益 6,126,600 5,517,600 609,000

掘削作業主任者講習収益 4,400 12,100 △ 7,700

研修・講習会収益 1,441,000 1,202,472 238,528

交流・協力事業収益 15,431,250 377,000 15,054,250

全国技術大会収益 8,895,000 0 8,895,000

総会・講演会収益 6,536,250 377,000 6,159,250

現地見学会収益 0 0

安全対策事業収益 635,807 362,193 273,614

普及啓発事業収益 0 1,595,000 △ 1,595,000

その他事業収益 0 0 0

⑤⑤  受受  取取  補補  助助  金金  等等  00 00 00

⑥⑥  雑雑  収収  益益 33,,112266,,779900 44,,227700,,771199 △△  11,,114433,,992299

事務受託収益 264,000 264,000 0

受取利息 282 267 15

ｸﾞﾙｰﾌﾟ保険収益 0 0 0

その他雑収益 2,862,508 4,006,452 △ 1,143,944

経経　　常常　　収収　　益益　　計計 5566,,559999,,994455 4433,,330088,,992211 1133,,229911,,002244

　　((22))　　経経　　常常　　費費　　用用

①①  事事　　業業　　費費 1199,,221122,,440022 1100,,447788,,888866 88,,773333,,551166

情報収集・提供事業費 3,220,588 2,169,221 1,051,367

情報収集事業費 144,640 7,732 136,908

情報提供事業費 3,075,948 2,161,489 914,459

調査研究事業費 0 0 0

研修･講習会事業費 4,574,837 4,680,543 △ 105,706

公害防止管理者講習費 3,081,111 3,740,191 △ 659,080

掘削作業主任者講習費 328,911 45,467 283,444

研修・講習会費 1,164,815 894,885 269,930

交流･協力事業費 10,146,894 1,030,453 9,116,441

全国技術大会費 4,329,805 49,860 4,279,945

総会・講演会費 5,817,089 980,593 4,836,496

現地見学会費 0 0 0

安全対策事業費 1,270,083 1,416,319 △ 146,236

普及啓発事業費 0 1,182,350 △ 1,182,350

その他事業費 0 0 0

正正　　味味　　財財　　産産　　増増　　減減　　計計　　算算　　書書　　
令和4年4月1日から令和5年3月31日

科　　　　　目

当年度 前年度 増　減科　　　　　目

②②  管管　　理理　　費費 3322,,778800,,776699 3355,,553333,,001100 △△  22,,775522,,224411

役職員給与 15,429,600 15,261,200 168,400

臨時雇賃金 4,130,500 1,271,875 2,858,625

退職給付費用 660,000 0 660,000

福利厚生費 2,528,891 2,615,602 △ 86,711

会議費 777,304 1,399,421 △ 622,117

旅費交通費 947,032 985,098 △ 38,066

通信運搬費 238,925 305,557 △ 66,632

図書購入費 35,104 3,993 31,111

消耗什器備品費 0 1,421,090 △ 1,421,090

消耗品費 575,214 317,437 257,777

印刷製本費 916,300 941,820 △ 25,520

広告宣伝費 146,800 83,000 63,800

光熱水料費 371,389 191,970 179,419

賃借料 3,452,592 5,439,730 △ 1,987,138

租税公課 1,220,300 596,980 623,320

渉外促進費 277,683 264,324 13,359

諸会費 487,200 487,200 0

関係団体会費 457,200 457,200 0

関係団体参加費 30,000 30,000 0

事務委託費 0 0 0

事務助成金 0 0 0

支払負担金 0 0 0

雑費 585,935 3,946,713 △ 3,360,778

③③  予予  備備  費費 00 00 00

経経　　常常　　費費　　用用　　計計 5511,,999933,,117711 4466,,001111,,889966 55,,998811,,227755

  　　当当  期期  経経  常常  増増  減減  額額 44,,660066,,777744 △△  22,,770022,,997755 77,,330099,,774499

  ２２．．経経　　常常　　外外　　増増　　減減　　のの　　部部

　　((11))　　経経　　常常　　外外　　収収　　益益

経経　　常常　　外外　　収収　　益益  　　計計 00 00 00

　　((22))　　経経　　常常　　外外　　費費　　用用

①①  固固  定定  資資  産産  売売  却却  損損 00 11 △△  11

経経　　常常　　外外　　費費　　用用  　　計計 00 11 △△  11

  　　当当  期期  経経  常常  外外  増増  減減  額額 00 △△  11 11

44,,660066,,777744 △△  22,,770022,,997766 77,,330099,,775500

47,203,827 49,906,803 △ 2,702,976

5511,,881100,,660011 4477,,220033,,882277 44,,660066,,777744

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

00 00 00

0 0 0

00 00 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 5511,,881100,,660011 4477,,220033,,882277 44,,660066,,777744

当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額

指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高

指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高

当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額

一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高

一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高
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本　部

１． 重要な会計方針

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年４月11日、平成20年度10月16日改正　内閣

府公益認定等委員会）を採用している。

（１） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・定額法によっている。

無形固定資産・・・定額法によっている。

（２） 引当金の計上基準

退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上

　している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（３） 消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方法によっている。

２． 会計方針の変更

　24年事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年度基準）を採用しているが、当期一般正味

財産増減額への影響額はない。

３． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 0 660,000 0 660,000

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 0 0 12,000,000

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 0 0 6,000,000

18,000,000 660,000 0 18,660,000

４． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

特定資産

　退職給付引当資産 660,000 （　　　　　　　0） ( 660,000） （　　　　　　0）

　JIS改正対応積立資産 12,000,000 （　　　　　　　0） (12,000,000） （　　　　　　0）

　70周年記念事業積立資産 6,000,000 （　　　　　　　0） ( 6,000,000） （　　　　　　0）

18,660,000 （　　　　　　　0） (18,000,000） （　　　　　　0）

財務諸表に対する注記　

科　　　目

合　　計

科　　　目

合　　計
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５． 担保に供している資産

な　し

６． 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

取得金額 減価償却累計額 当期末残高

 什器備品 813,730 813,728 2

813,730 813,728 2

７． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

 未収会費 0 0 0

 未収金 0 0 0

0 0 0

８． 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高

補助金の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

(単位：円）
補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の 記載区分

0 0 0 0

0 0 0 0

９． その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

(1) 引当金の明細

(単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 0 660,000 0 0 660,000

0 660,000 0 0 660,000

(2) 実施事業資産

な　し

当期増加額
当期減少額

期末残高

合　計

合　　計

科　　　目

合　　計

合　計

科　目 期首残高

科　　　目
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本　部

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

２．引当金の明細

財務諸表に対する注記に記載のとおり。

附　属　明　細　書　
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